	印　紙
２　号
	保守業務委託契約書



東かがわ市長　上村　一郎（以下発注者という。）と　　　　　　　　　　　　　　

　　　（以下受注者という。）とは、令和○○年度○○システム（以下対象システムという。）保守委託業務に関し、次のとおり契約を締結する。
契約要綱
１．対象システム
（１）名　　称　　　　　　　：令和○○年度○○システム保守委託業務　　
（２）作業場所　　　　　　：東かがわ市役所内
（３）業務内容　　　　　　：別紙仕様書のとおり

２．保守料金　　　　　 　：年額　　　　　　　　　　　　　円
（内取引に係る消費税及び地方消費税額　　　　　　　　円）
３．保守期間　　　 　　　：令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日
第１条（目的）
発注者は、対象システムに関し、第３条に定める保守業務を受注者に委託し、受注者はこれを受託する。
第２条（有効期間）
本契約の有効期間は、令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日までとする。
第３条（保守業務の範囲）
受注者が本契約に基づき実施する保守業務（以下本件業務という。）の範囲は、契約要綱１－（３）に定めるとおりとする。
第４条（保守作業時間帯）
受注者は、契約要綱１－（３）に定める作業時間帯に本件業務を実施するものとする。

第５条（受注者の技術者）
受注者は、本件業務に係る作業を円滑に履行するに必要な熟知した者を選任するとともに、本件作業の作業従事者と作業工程に関し管理責任を行える者を発注者に報告するものとする。また、受注者は、当該受注者の技術者を変更することができるものとする。ただし、この場合、受注者は、本件業務の実施に支障が生じないよう適切な措置を講じるものとする。
２．　受注者は、前項により選任し、または変更した受注者の技術者の氏名および経歴を書面にて発注者に通知し承認を得るものとする。
３． 受注者の理由により選任した技術者を変更する場合は、その引き継ぎに要する時間は本件業務の対象時間に含めないものとする。
第６条（保守料金）
発注者は、本件業務の完了検査を経て契約要綱２に定める保守料金（以下保守料金という。）の精算した額を受注者に対して支払うものとする。
第７条（発注者の負担する費用）
　　　委託業務を処理するため必要な電気、水道等の光熱水費は、発注者及び発注者の指定する施設内における場合にのみ発注者の負担とする。　
第８条（支払）
受注者は、保守料金およびこれに係る消費税等相当額を書面により発注者に請求するものとし、発注者は、請求書を受理した日から３０日以内に支払わなければならない。
第９条（原始資料等の提供および返還）

　　　発注者は、受注者に対して本件業務を遂行する上で必要な原始資料を無償で貸与、開示等を行い提供するものとする。

２．受注者は、本件業務が完了した時点で、発注者より提供を受けた前項の資料に対して、早急に返還しなくてはならない。　

第１０条（作業場所）

　　　本契約において受注者の作業場所は、契約要綱１に定めるところによる。

２．契約要綱１に定める場所以外において作業を実施する必要がある場合、受注者はその理由を発注者に対し書面もって通知し承認を得なければならない。
３．業務の遂行のために受注者の作業従事者が本システムの設置場所に立入る場合は、発注者の許可を必要とする。また、発注者は当該作業従事者が業務を行うために必要となる作業場所を無償で提供するものとする。
第１１条（作業の報告）
受注者は、第３条に規定する作業を実施した場合、発注者に対し早急に書面にて報告し、承認を得なければならない。
第１２条（作業に関係する書類の整備）
受注者は、本契約にて実施した第３条に規定する作業にて変更となったシステムおよびデータが明記されている各種関係書類を作成し、発注者の承認を得なければならない。
第１３条（責任の制限）
受注者は、本件業務の遂行時支障が生じた場合は、速やかにその瑕疵の内容を発注者に報告し、復旧のために必要な作業を実施するものとする。この復旧作業は本件業務の対象時間に含めないものとする。
2． 本契約に基づき受注者が発注者に対し損害賠償債務を負担する場合、受注者の損害賠

償の総額は本契約に基づき受注者が発注者から受領した保守料金の合計額を限度とする。

ただし、受注者が第１９条の規定を違反した場合はこの限りではなく、第２３条に記載され

た裁判所において損害賠償額を発注者に支払うものとする。
３．瑕疵期間は、完了検査後から１年間とする。

第１４条（再委託の禁止）
受注者は、委託業務の処理を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承認を得たときは、この限りではない。
第１５条（運用マニュアルの遵守）
発注者は、受注者が本件作業にて作成した対象ソフトウェアの運用マニュアルに従って、対象ソフトウェアを使用するものとする。

２．　受注者は、本件業務によって運用に変更が生じた場合は、変更部分を改版し、発注者に納入後承認を得るものとする。

３．　発注者は、運用マニュアルを遵守したために、発注者の情報およびシステムに不正な影響をあたえた場合、受注者に対して以下の各号を適用する。

（１）　発注者は、第　条に規定する損害賠償を受注者に対し請求することができる。

（２）　受注者は、早急に影響に対する修補を無償で実施しなければならない。

（３）　受注者は、早急に運用マニュアルの改善を行い、発注者の担当者に対して正しい操作方法の説明を実施しなければならない。

第１６条（立入検査）

　　発注者は、第１０条第２項の規定にて承認された時は、受注者の作業場所に対して立入検査を実施することができる。検査内容は、次の各号に従うこととする。

　（１）　検査日の通知

発注者は、立入検査を実施する日を受注者に通知しなければならない。

（２）　検査員および検査方法

　　　　立入検査を行う者および検査の方法は、発注者にて決定する。

（３）　作業場所への立入

　　　　受注者は、作業場所に発注者の検査員の立入を許可しなければならない。

（４）　立入検査の書類

　　　　受注者は、立入検査時に検査員に指示された資料を提出しなければならない。

（５）　検査に係る費用

　　　　立入検査に係る一切の費用については、受注者が負担するものとする。

第１７条（完了検査）

　　　受注者は、本件業務の契約末日までに発注者に対し本件業務の検査申請をしなければならない。検査内容は、次の各号に従うこととする。

　（１）　検査申請書の提出

　　　受注者は、本件業務に関する検査申請書を発注者に提出し、発注者は検査実施日を受

注者に通知しなければならない。

　（２）　作業報告一覧表

　　　　受注者は、第１１条に規定する書類の内容を一覧表にて提出しなければならない。

　（３）　作業に関する書類

　　　　受注者は、第１２条に規定する書類を提出しなければならない。

　　　　また、検査時までに発注者に提出している場合は、発注者より一時的に借用しなければ

ならない。

　（４）　検査員および検査方法

　　　　完了検査を行う者および検査方法は、発注者にて決定する。

　（５）　検査立会

　　　　完了検査時は、第５条に規定する者は出席しなければならない。

第１８条（諸権利の帰属）
本契約の履行に関連して新たに得られた発明、考案、意匠その他技術的ノウハウ（以下発明等と総称する。）、および発明等に基づき取得する特許権、実用新案権、意匠権等の工業所有権の帰属については、次の各号に定めるとおりとする。
（1） 発注者または受注者が単独で発明等を行った場合には、発明等を行った当事者に単独で

帰属する。
（2） 発注者および受注者が共同で発明等を行った場合には、持分均等で発注者および受注

者の共有とする。
第１９条（秘密保持）
受注者は、本契約に関して知り得た発注者の情報を第三者に漏らしてはならない。
２．　発注者および受注者は、秘密保持のため別紙２に記載する秘密保持条項を遵守するも

のとする。
３．　本条の規定は、本契約終了後も有効に存続する。
第２０条（解除）
発注者および受注者は、相手方が次の各号の一に該当する場合には、何らの催告を要せず直ちに本契約または個別契約の全部もしくは一部を解除し、かつ損害賠償を請求することができる。
（１）　本契約条項の一に違反し、書面による催告後３０日以内に当該違反が是正されないとき
（２）　差押、仮差押、仮処分、競売の申立もしくは租税滞納処分その他公権力の処分を受け、または破産、会社整理、会社更生もしくは民事再生手続その他これらに類する手続の申立がなされたとき
（３）　自ら振出しもしくは引受けた手形または小切手につき、不渡処分を受ける等支払停止状態に至ったとき
（４）　営業の廃止または解散の決議をしたとき
（５）　その他財産状態が悪化したとき、またはその恐れがあると認められる相当の理由があるとき

（６）　受注者が次のいずれかに該当するとき。
　　　イ　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号。以下この号において「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規

定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。
　　　ロ　暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において

同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　　　ハ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
　　　ニ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認

められるとき。
　　　ホ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。
　　　へ　再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当

することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
　　　ト　受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相

手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該

契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

２．　受注者が前項各号の一に該当する場合には、受注者は、本契約に基づき発注者に対して負担する一切の金銭債務につき期限の利益を喪失し、直ちにこれを現金で発注者に支払うものとする。

３．　受注者が本条に違反し契約を解除された場合、発注者は受注者の名称及び違反事実を公表することができる。
第２１条（協議）
本契約に定めのない事項、本契約条項中疑義の生じた事項および本契約の変更については、発注者と受注者とが別途協議のうえこれを決定する。
第２２条（履行妨害又は不当要求に対する措置）
　　　　　　受注者は、暴力団から不当又は違法な要求並びに業務妨害その他この契約の適正な

履行を妨げる一切の不当又は違法な行為（以下この条において「不当要求行為」という。）

を受けた場合は。毅然として拒否し、その旨を速やかに発注者に報告するとともに、所轄の

警察署に届けるものとする。

２．　受注者は、暴力団から不当要求行為による被害を受けた場合は、速やかに発注者に

報告するとともに所轄の警察署に被害届を提出するものとする。

第２３条（合意管轄）
この契約について訴訟等が生じたときは、発注者の事務所所在地を管轄する裁判所を専属的な合意管轄裁判所とする。
本契約締結の証として本書２通を作成し、発注者と受注者とが記名押印のうえ各１通を保有

する。
令和○○年○○月○○日
発注者：香川県東かがわ市湊１８４７番地１
　　　　　　　　　　　　　　　　　東かがわ市長
上　村　　一　郎
受注者：○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○○○○○○○
